
（３）「公共施設を見れば、財政問題がわかる 「面積削減」から財政経営へ

の発想転換」- 

公共施設マネジメントを進めなければ、未曾有の生活変容と財政危機が予想される

中、立ちゆかなくなる。財政課題としては、早急に対応策の検討を進めなければならな

い。基本となるのは、老朽化した公共施設の安全性を確保することと、不足する財源の効

率的、効果的配分によって、地域住民の生活（福祉）を確保することであり、ポストコロ

ナ社会を前提にしても変わることではない。ここで、財政経営と記しているが、主に地方

債に着目する。また、財政調整基金があるので、全て黒字となっているが、黒字だから健

全か？ 

◇コロナ禍による３つの影響 

 ①「ヒトが集まる」こと（施設）が否定される 

  ・学校も図書館も臨時閉館 

  ・滞在型サービス（カフェ設置）、電子図書など  佐賀県武雄市 

 ②急速なデジタル化、ネットワークの活用の進展 

  ・デジタル化、ネットワーク化の急速な進展    兵庫県庁新しいオフィス  

  ・オンライン化、テレワークは図書館のあり方に影響 在宅で東京のオフィス下がる 

 ③管理運営費の高騰と傾向 

  ・コロナ禍とウクライナ侵攻から人件費と物価の急騰 原油が高くなり 2024 年問題 

  ・自治体の税収減と硬直した縦割り構造で「応募ゼロ」も 

  ・従来型の施設運営が、根本から問われる時代に 子どもの減り方が異常 赤字国債 

◇財政（会計）の問題点とその対応 

  ○単  年  度→繰越、債務負担行為、公債費、LCC 

  ○縦  割  り→総合計画、企画調整、プロジェクトチーム 

  ○財 源＝税 金→PFI、PPP、コンセッション、利用料金制 

  ○歳入歳出＝収支→採算性、直接・間接経費、後年度負担 

 財政危機はいつからいわれてきたか？少なくとも 1970 年代からずっと言っていたが、

つじつま合わせの公債 

◇予算編審議の「盲点」は、地方債と債務負担行為 

 ◎地方自治法による議決事項 

  第 215 条 予算は、次の各号に掲げる事項に関する定めから成るものとする。 

   一 歳入歳出予算 

   二 継続費 

  三 繰越明許費 

  四 債務負担行為 

  五 地方債 

  六 一時借入金 

  七 歳出予算の各項の経費の金額の流用 

 ◎公共施設は、整備に数年、維持管理に数十年 

  債務負担行為（当該年度支出がゼロの場合もある）・地方債（原則 10 年で償還） 



 

施設が存続するから地方債を使う      建物→設備関係で維持費がかかる 

◆地方債は「財源」 

 □歳入予算に計上される 

 □「地方財政計画」では、地方債発行総額を規定している 

 □財政課の「査定」で、「財源（地方債でも）が確保できれば予算をつける 

  しかし 

利息と元本を負担するのは、後の世代 

 

◆地方債の原則 

地方財政法第５条 地方公共団体の歳出は、地方債以外の歳入をもって、その財源と

しなければならない。ただし、次に掲げる場合においては、地方債をもってその財

源とすることができる。 

① 公営企業に要する経費の財源 

② 出資金及び貸付金の財源 

③ 地方債の借換えのために要する経費の削減 

④ 災害応急事業費、災害復旧事業費及び災害救助事業費の財源 

 ⑤公共施設又は公用施設の建設事業費及び公共用若しくは公用に供する土地又はそ

の代替地としてあらかじめ取得する土地の購入費の財源 

事例：黒字にしなくても良い（プールは有、消火栓は無）、上下水道 公共交通 ７割 

横浜市中央市場 ４年で 250 億円 

    世代間の公平のために 



 

 

現在 31 兆円の借金 

 



 

 
                            目款流用 



 

 

縦割り配分から全体で一括順位をつけ優先度配分にする 



 

事例：茨城県筑西市      必要総額→優先順位→年度別予算 

まずは、学校と大規模施設から始める 

◆必要な「トリアージ」の発想 

 

      



 

 

財政状況を把握する場合、自治体の財源の豊かさをみる財政力指数と、財政

運営のよしあしは異なる点にも注意（財政力指数が高い自治体でも赤字の場

合がある。）財政力指数と公共施設保有量、必要な公共施設の「整理」が重要 

財政調整基金は、本来は急務・危機的な状況下において活用されるべき 

冒頭のコロナ禍による３つの影響など考慮して公共サービス・庁舎のあり方

が変わる 



（４）「公共施設も活用すれば稼ぐ施設に-指定管理者制度を「削減」から

「収益」に変える-」。 

コロナがもたらした、税収減による財政悪化と人を集めるための公共施設が否定された。

時限爆弾となった施設などを単に縮小させるのではなく、小さくなっても機能は充実させ

る縮充が必要だ。兵庫県明石市の安全性をいかに確保するか民間企業への包括委託、多機

能化・複合化を実現するには、縦割りにとらわれない公民連携の事例、財源としての交付

税・地方債についてなど。指定管理者制度の先進事例では、佐賀県武雄市の図書館や大阪

城パークマネジメント共同事業体 (構成員 大阪城パークマネジメント（株）、（株）電通 

関西支社 讀賣テレビ放送（株） 大和ハウス工業（株）、大阪本店 大和リース（株）、

（株）NTTファシリティーズ)の事例から考えられることなど。しっかりと活かしていき

たい。 

 

 

◯社会の変化による行政改革 

少子高齢化、経済成長の鈍化、サービス産業の台頭などにより 

「公共サービス＝行政サービス」の概念は終焉を迎え 

「公民連携」が時代の流れとなっている 

 
 

◆「拡充」から「縮充」（規模よりも質に注目） 

◆縦割りから複合（多様な市民要望に対応） 

◆民間資金・ノウハウの活用（プロジェクトファイナンス） 

◆所有から利用（フルコスト把握と成果指標設定） 

 

→しかし、現在行われているのは構造改革ではなく、一律削減 

 

 

◯迫られる「構造改革」 

管理運営費の高騰と税収減少傾向 
 ・コロナ禍とウクライナ侵攻から人件費と物価の高騰 

 ・自治体の税収減と硬直した縦割り構造で「応募ゼロ」も 

 ・従来型の施設運営が、根本から問われる時代に 

 

急速なデジタル化、ネットワーク活用の進展に 

 ・オンライン化、テレワークは図書館のあり方に影響 

 ・韓国で進む DX、日本は構造改革なしのデジタル化 

 

 



◯公共施設管理の変遷 

昭和 38 年（1963年） 地方自治法改正で「公の施設」という概念（住民の福祉の増進という

行政目的） 

管理運営は公共団体、公共的団体のみ 

 

平成 3年（1991 年） 地方自治法改正で「公の施設」の管理運営地方公共団体の出資法人

が可能に 

利用料金の規定も整備 

ex.財団法人 

 

平成 15 年（2003年） 地方自治法改正で「指定管理者制度」の導入 

・部分的な業務の指定管理も可能（図書館のカウンター業務のみ、

など） 

◯地方自治法（指定管理者部分）上の規定の注目点 

◆「公募によらなければならない」とは書いていない 

◆管理の基準及び範囲を定める、とあるが「全てを書く」とは書いていな

い 

◆施設の「利用料金」は自治体が定めるが、使用料については言及されて

いない 

 

注目される大阪城公園の指定管理事例 

 

「大阪城天守閣」を博物館から観光拠点に 

 

大阪城公園は 

・建設局 

・経済開発局 

・教育委員会 

がそれぞれ所管していた。 

→専門部局を作り、一体にして指定管理を委託できるようにした。 

 

電通など 5 社の連合が指定管理者となり 

・管理料の市からの支出なし 

・学芸員は指定管理者が雇用 

・売り上げの７％を市に納める 

→年間 3 億円プラスになった 

 

 



 

指定管理者は 70 億円を投資して 

駅からの道を整備し、結婚式場にリニューアルし自主事業に使う 

市に寄付することで固定資産税はかからない 

 

 

◯指定管理者制度と業務委託の区別 

 

 業務委託 指定管理 

発注方法 仕様書発注 性能発注 

委託期間 単年発注 複数年契約 

（雇用の確保、専門的運営） 

処分行為の権限の範囲  利用許可、料金徴収可 

・指揮命令の権限を持っていたければ派遣委託。 

・選定において経費が点数の４０％を占めるようでは、安いところが取りやすくなってし

まう。魅力の創出に点数をつける。 

 

 

◯稼ぐ指定管理の例 

・横浜市立病院を赤十字に委託（30 年） 

150 億の減価償却は稼ぐ、450 億のランニングコストは市がかぶる。診療費は市でもらっ

て、同等の管理料を払う。 

・大阪城公園を委託（20 年） 

 

民間化のメリット 

 

◆民間化によりコストが削減し、サービスの質が向上する  

 ex）公民館、図書館 

◆駐車違反の取り締まりを民間委託化「証拠集めの業務を受託」 

 「揉み消しが減った」 

◆施設の保守点検を公務員がするのは妥当か 

 施設（ハード）の管理は包括で専門業者に委託→（２）へ 

 

 



◯責任範囲の設定 

      直営（設置・管理・運営）            指定管理者制度 

         自治体の責任 

 

責任分担（リスク分担） 

建物の瑕疵や不備などについては指定管理者制度についても自治体が責任を負う。 

リスク分担票（神奈川県立音楽堂） 

 

※1 デフレ下の条件。現状であれば変動幅が 3〜5％を超えたら、あるいは確実にわかる

経費については役所持ち、などが妥当。運営で魅力を作ることが仕事なので、それに集中

してもらう。 

※2 金額の基準は色々あるが国税庁「60 万円以上は損失を繰延できる」を根拠にするの

が良いのでは。 

 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 



→リスク分担も「公民連携」で行う。 

業務上過失致死傷罪の適用想定がわかりやすい。 

 

利用料金は自由に変えることができる 

◆季節や曜日、時間帯による柔軟な料金体系 

◆利用者の利便性によって、料金を変化させることも 

◆条例では「上限」を規定し、利用料は柔軟に 

◆事業者の利益を確保して、インセンティブを高める 

◆指定管理料を削減して、税金の負担を軽くする 

◆良質のサービス提供を持続的に実施する料金 

◆条例と「承認」で、公的負担は確保できる 
 

 

使用料、利用料、自主事業の使い分け 

 

 

                     ↓ 曖昧さを、あえて言及しない 

 

 
 

 

 



 

◯民間から見れば、公共施設の運営を行うことは 

◆固定資産税なし 

◆減価償却費計上なし 

◆解体撤去費用なし 

◆一定年数で撤退可能 

◆儲かれば、いつまでも 

                「おいしい」仕事に。 

 

【所感】 

 

利用料金の設定などに裁量を持たせることにより、自由に収益をあげられるようにしてイ

ンセンティブを高めることで、結果的にサービスが向上し税収負担も軽くなる、という戦

略の紹介だった。 

石巻市においては指定管理委託が経費削減の観点で行われていることが多いと見受けられ

るため、管理者の自由度を高める示唆や指導があっても良いのでは、と感じる。またまき

あーとテラス、中瀬公園など大規模な施設の管理委託については、運営の方法によって大

きな利益をもたらすことも可能であるため、より斬新な発想での管理運営を求めていきた

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



７ 所感及び石巻市への政策提言等について 

令和５年度第３回定例会監査委員の監査意見書に『平成の合併、東日本大震災からの

復旧・復興事業及び人口減少により、令和２年度時点の市民一人当たりの公共施設の延床

面積は、全国平均値の 2．2 倍まで拡大している。』という指摘が当市の現状である。 

「公共施設のあり方」について、公共施設マネジメントの課題は、人口減少・財源減

少が続く中で、公共施設全体の面積削減を通じて、更新・維持管理費の削減と施設利用効

果を高めるための施設再編成、再配置をどのように実現するかということを縦割りではな

く横断的に実施されるよう提言したい。市民サービス・行政目的を達成するための「施

設」を整備して運営する時代ではない。「縮充」の時代では、「施設」を多機能化・複合化

することで、効率的にサービス提供をする必要が出てきた。また、多様化するサービスへ

の対応は、民間事業者への委任「指定管理者制度」適正利益を鑑み運用する見直しも必要

である。さらに、個別管理の限界と「自主事業」の活用など運営方法の見直しも喫緊の課

題である。早急に改善を図るよう提言したい。 

  

     南学先生を囲んで（星議員、南先生、阿部議員、都甲議員）  

 

８ 参 加 経 費  ３３２，６８０円 

 

９ 添 付 書 類 別添資料のとおり 

 


